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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2021 年 8 月 4 日開催の取締役会において、 2022 年 1月 1 日を効力発生日として、当社

の完全子会社である三吉バルブ株式会社（以下、三吉バルブ）を吸収合併（以下、本吸収合併）す

ることを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、本吸収合併は完全子会社を

対象とする簡易合併・略式合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示しております。 

 

記 

 

 

１. 本吸収合併の目的 

三吉バルブは、1999 年 11月に当社グループに入り、「三吉ブランド」で建築設備、機械装置

及び冷凍機向けバルブの製造・販売を担ってまいりましたが、2011 年に生産を当社工場に移管、

2014 年には建築設備向け汎用バルブの販売の一部を当社営業部門に移管するなど、当社との事

業の統合を進めてまいりました。当社グループの経営資源の有効活用と経営の効率化を実現す

るために、当社が三吉バルブを合併し、１つの組織体となり事業運営を行うことが最良の策で

あると判断したものです。なお、「三吉ブランド」は今後も存続いたします。 

 

２．本吸収合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併契約承認取締役会（当社及び三吉バルブ） 2021 年 8 月 4 日 

合併契約締結 2021 年 8 月 4 日 

合併予定日（効力発生日） 2022 年 1 月 1 日 

 

（２）合併方式 

当社を存続会社、三吉バルブを消滅会社とする吸収合併方式です。なお、本合併は、当社

においては会社法第 796 条第 2項に規定する簡易合併に該当し、三吉バルブにおいては同法

第 784 条第 1項に規定する略式合併に該当するため、いずれも吸収合併契約承認の株主総会

を経ずに行います。 

 

（３）合併に係る割当の内容 

三吉バルブは当社の完全子会社であるため、本合併に際して、新株式の発行及び金銭等の

割当はありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 



  

 

３．本吸収合併当事会社の概要（2021年 3 月 31 日現在） 

 存続会社 消滅会社 

名称 株式会社キッツ 三吉バルブ株式会社 

所在地 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目 10番 1 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目 10番 1 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 河野 誠 代表取締役社長 小原 克尋 

事業内容 バルブ及びその他の流体制御機器並び

にその他付属品の製造・販売 

１．建設、プラント、冷凍、各設備用バ

ルブ設計・製造と販売 

２．配管工事材料の販売 

３．バルブ診断・メンテナンスサービス 

資本金の額 21,207,084,670円 50,000,000円 

設立 1944 年 7月 1939 年 12 月 

発行済株式数 90,396,511株 100,000 株 

決算期 12 月 31 日 12 月 31 日 

大株主及び持株比率 株式会社日本カストディ銀行（7.99％） 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社（5.18％） 

北沢会持株会（5.12％） 

日本生命保険相互会社（4.78％） 

住友生命保険相互会社（3.79％） 

当社 100％ 

 

直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 存続会社 消滅会社 

名称 株式会社キッツ 三吉バルブ株式会社 

決算期 2020 年 12 月期（連結） 

※決算期変更に伴う 9カ月決算 

2020 年 12 月期（単体） 

※決算期変更に伴う 9カ月決算 

資本合計（純資産） 75,167百万円 186 百万円 

資産合計（総資産） 140,681 百万円 228 百万円 

1株当たり純資産 828.76円 1,860 円 

売上高 84,245百万円 274 百万円 

営業利益 3,751 百万円 31 百万円 

経常利益 3,169 百万円 31 百万円 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

（当期純利益） 

2,113 百万円 20 百万円 

1株当たり当期純利益 23.38 円 209 円 

 

４．本吸収合併後の状況 

本吸収合併により、当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期

については、変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

   本吸収合併は、100％連結子会社との合併であり、かつ合併予定日が 2022年１月１日であるた

め、当期の連結業績及び個別業績に与える影響はありません。 

   翌期については、連結業績に与える影響はありません。また、個別業績に与える影響は軽微で

あります。 

以  上 


